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特集　現代の社会主義経済

［調査］　ソ連・東欧経済の投入産出構造＊

はじめに

　本調査は，25枚の産業連関表をベースとして，ソ連・

東欧諸国の産業連関表のデータ構造と投入産出フロー構

造とに関する基礎的事実を整理し，その結果を数量的な

いし視覚的に表示することを意図している。わが国や

OECD主要国等と比較すると，ソ連・東欧諸国の投入

産出構造については，基礎的かつ初歩的な事実さえほと

んどこれまで知られるところではなかったという事情を

考慮し，本稿では分析ツールは初歩的なものに限って使

用することにする。すなわち，分析はプロトタイプの古

典的分析に限定される。とりあげる東欧諸国は，ハンガ

リー，ポーランド，チェコスロバキア，ユーゴスラビア，

ブルガリアである。東独，ルーマニアは，これまで一度

も部分的な産業連関表さえ公表することがなかったし，

またこれらの国の産業連関表を推計するという野心的か

っ労働集約的な研究もないので除外せざるをえない。ま

た，ブルガリアについては，筆者が知りうるただ一枚の

1963年表を取り扱うにすぎない。対象とする基本表は

1959年付近から1975年付近までのほぼ5ヵ年間隔の各

国産業連関表（当年価格表示）である。

　本稿は，データ構造の国際比較とともに実際の投入産

　＊　本稿を準備するにあたって，ACCESS（Account－

ing　Codes　for　Comparative　Economic　and　Statistical

Systems）研究会における二瓶剛男（東京大），横倉弘

行（中央大），長谷部勇一（横浜国大）の諸教授・助教授

ならびに田畑伸一郎君（一橋大・院）との共同調査と議

論が有益であった。また，本稿の計算作業は，ACCESS

システム開発を，筆者と共同で行なっている有田富美

子助手（一橋大経済研究所）と協業して行なわれた。本

調査のような労働集約的作業を補助して頂いたその他

の方々をも含めて，ここに記して惑謝したい。（計算

作業結果の1％程度しか本稿には生かされていない点

については寛容をこいたい。一生産・付加価値・輸
入の波及・誘発効果分析の詳細は，久保庭（1985）に譲
る。）

　なお，本稿は昭和60年度科学研究費奨励研究（A）

（「社会主義経済の産業構造と多部門有効成長経路に関

する理論的・計量的比較研究一産業連関表関連デー
タベースの作成とその応用」）による研究の一部である。

出構造の国際比較や異時点比較の視点を重視しているが，

後者を系統的かつ首尾一貫して行なうための準備作業用

の覚え書きの域を超えるものではない。国際比較や異時

点比較を本格的に実行するには，最低限2っの価格問題

すなわち（1）1国内の価格構造の歪みの修正（生産技術

構造の正確な反映），（2）産業部門別の財評価のデフレ

ータを処理しなければならないが，本稿はこれを今後の

作業予定にしているからである1）。

　本稿の1は，データ構造の吟味と整理を主題とする。

まず，社会主義諸国の産業連関表作成の情況を簡単に概

観する。基礎的なデータベースをなす《ECE標準産業

連関表》における東欧諸国の産業連関表の在り方の比較

検討，’ソ連の産業連関表の基本系列となる米国商務省＝

Tremlグループの推計表の説明も含まれる。　Hでは，ま

ずマクロの投入産出構造を簡単に検討し，その後15～

20内生部門分類規模で中間投入比率，中間需要比率，

影響力係数，感応度係数等の基本的な指標を表示する。

さらに；産業連関分析の核心部分をなすレオンチェフ逆

行列を用いた波及・誘発効果と自給度とについての基礎

的な分析結果を示す。皿は，80部門程度の内生部門を

もつ，ソ連1972年表と，独自に作成したアメリカ合衆国
　　　　　コ　　　ロ　　　　　　　　　　　　

の1972年商品×商品表とに基づき，両国の投入産出構

造と輸出入構造とについて若干の考察を行なう。

1　ソ連・東欧諸国の産業連関表一基本データの横造

　　周知のように，1950年代中葉以降ソ連・東欧諸国

においてほぼ時を同じくして全国的規模の産業連関表の

作成が開始された。以下，ソ連と東欧諸国とに区分して

簡単に概観する。

　1・1　ソ連の産業連関表

　レオンチェフ産業連関表の母胎である「1923／1924年

バランス」をもつソ連において，米国で完成をみた産業

連関表の再評価（「逆輸入」）の必要性が公式の場において

はじめて唱えられたのは，中央統計局長スタロフスキー

の『統計通報』（1956年No．2）誌上の論文だといわれる。

　1）　前者の問題ならびに動学的投入産出分析につい

てはさしあたり久保庭（1983）参照。
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表1．1　ソ連産業連関表の諸特性

構　　　　成 評価　方　法 データソース

年次 類　　型 商品／産業
告

最終需要
?ﾚ数

付加価値
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測定単位
投　入　特
Y　出　額
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　　　商品×商品
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同　上

上
上
上

同
同
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暫

名
生
名
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名
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備

T；TS；競争

丁；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争
7；GDO；
　　　競争
丁；GDO；
　　　競争

CIF

同　上

鞘　上

同　上

口　上

目　上

同上（輸出
入欄なし）

同　上

同上（輪出
入欄なし）

米国商務省
／Treml
米国商務省／
Tremlβ’α’．

同　上

同　上

目．上
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竪　上
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同　不
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ノEC．（1966）
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あ掘．
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（1983）
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Gallik　6’〃．

（1984）
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1959

P966
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MPS；推計表
､品×商品

@同　上

@同　上
9
9
9
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P3
3
3
3

名目／
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ｼ目／
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ｼ目／
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τ；TS；競争

噤GTS；競争

噤GTS；競争
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iソ　　連）

ｯ　上
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ﾈ認．
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‘

‘

スターリン批判後におけるソ連経済とソ連経済学界との

‘ルネッサンス’の動きの中ではじまった，ソ連産業連関

表についての沿革をこの1956年から段階区分すると次

の3段階に区分されよう2）。

　第1段階（19564960）　導入＝試作

　ソ連当局によって，〈中央計画経済〉諸国への産業連

関論と最適計画論の適用可能性が承認され，中央数理経

済研究所（TSEMI；当時は．　LEMI）一1985年改組一

において産業連関表の試作が行なわれた。

　第2段階（1960－1970）産業連関表の作成と産業連関

分析の開始

　中央統計局によって，ソ連最初の本格的な産業連関表

1959年表（産業部門数83）が作成され1966年表（産業部

　2）　ソ連の産業連関表・分析については，岡（1968），

Trem1β’α」．（1977），　Gallikθ’α’．（1983）．　Tretyakova

＆Birman（1976），　Gordenberg（1983）参照。

門数110）も作成された。〈伝統的MPS型〉産業連関表

（Mps／購入者価格表示）の様式化が進められ，固定した。

commodity－establishment　adjustmentが大規模かつ詳

細に行なわれ，商品×商品表が作成されたことは強調に

値する。大規模雇用マトリックス，固定資本マトリック

スも同時に作成された。これは資本主義国，特に米国と

比較した場合のソ連の産業連関データセットの秀れた点

だといわれる。しかし，産業連関表それ自体の「秘密主

義」による公表方式が制度化された（米国商務省＝Tr6m1

θ’α」．による本格的推計の開始）。ペルキンを中心として

各種価格計算が実行され，経済改革における卸売価格改

訂に役立てられた。

　第3段階（1970一現在）産業連関表作成の制度化と衰退

　中央統計局によらて，1972年，1977年，1982年産業

連関表が作成され，5ヵ年毎の基本表の作成が制度化さ

れた。ターンパイク経路や最適価格系の試算をはじめと
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表1．2　競争輪入（第1象限丁値記入）とGDO方式・TSが式

国内最終需要
　　　　利用

鞄

中
間
需
要
1

中
間
需
要
計
2

．消

?
@
3

投
資
4

輸
出
5

　　粗
@　最
@　終
@　需
@　要
U（3＋4＋5）

　TS

V（2＋6）

輸i壷

?ﾄ
@8

　純
@最
@終
@需
@要
X（6＋8）

GDO

P0（7＋8）

（T）

iT）

（T）

iη

（T）

iT）

（T）

iT）

一（1）

黶i1）

（P）

iP）

（P）

iD）

1中間投入
Q　中間投入計

R付加価値
SGDO（2＋3）

T輸　　入
UTS（4十5）’

（7’）

iT）

iD）

i1）

iT）

（τ）

iT）

iD）

i1）

iτ）『

備考1　GDO二＝国内生産額；TS；昌総供給（総需要）

@　2　T＝＝国産品と輸入品の取引額合計（T＝＝D十1）

@　　D：＝国産品取引額

@　　∬：冨輸入品取引額

する各種静学，動学分析（利用データセット非公開）が行

なわれ，SNA方式や新SNA方式の勘定バランスの試作

も行なわれた（数字はナベて非公開）。しかし，この時期

における最も顕著な変化として指摘しなければならない

のは，1972年表（産業部門数112）を最後に「公表」産業

連関表（部分的に削除された第1象限）の公表さえ停止し

てしまったことである。経済統計r般の公表制限とこの

事実は明瞭に対応している。産業連関分析や最適計画＝

価格論のオーソライズの失敗という事態が明瞭になって

きたが，これがデータの信頼性，非公開性と関係なく，

また学問的根拠も示されないまま進行している。

　以上の沿革をもつソ連の産業連関表およびその主要推

計表の概要は，表し1に示されているとおりである。ま

ず，．ソ連原表の諸特性にっt・てコメントしておく。

　第1。ソ連の基本産業連関表は一貫して，マルクス生

産的労働論のソ連的解釈のもとにく伝統的MPS方式〉

によって作成されている。MPS（System　of　Material

Product　Balances；物的生産物勘定体系）のも．とでは，

周知のように，非物的サービス部門は，付加価値形成に

参加しないものとされ，連関表第1象限から排除される。

　非物的サービス部門の中間需要と中間投入はそれぞれ

最終需要部門と付加価値部門に位置づけられることにな

る。MPS体系の下では一・般に行政機関などの生産に参

加しないサービス産業は，最終需要部門として位置づけ

られる。ソ連の場合はさらに物的部門に入る運輸は貨物

運輸だけで，通信は「生産に奉仕する部分」のみとされ

る。また，建設部門の生産物はすべて最終需要部門（投

．資部門）に入れられている。なお，徹底した「純粋部門」

主義の採用により，連関表は商品×商品表となってい

る。

　第2。第1象限と第2象限の各行部門の取引額には，

国産品取引額（D）と輸入取引額（1）との合計値（T：＝D＋
　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　ロ　　　コ　　　コ

1）を計上している。したがって，競争輸入方式である3）。

投入産出バランスは総供給ベースすなわちTS（Total

Supply；総供給）方式でとられているようである。しか

し，輪入行が第3象限下方に設けられているため，国産

ベースすなわちGDO（Gross　Domestic　Output；国内生

産額）方式で投入産出バランスをとるように変形するこ

とは簡単である。各列部門について

　　　総供給（総需要）＝国内生産額＋輸入（非負）

という関係が成立しているゆえ，TS方式の輸入行を控

除項目として符号を反対にして列部門として移行してや

ればよい。この点はプリミティブなことであるが，試算．

の意味を明瞭にするために重要なので，表し2に示して

おく。

　第3。国内生産の評価は，購入者価格で行なわれ，輸

入品はCIF価格で評価される4）。輸入品の供給価格は取

引税を含むex－customs価格である。輪出品は取引税ぬ

きのFOB価格である。ソ連的MPS方式と購入者価格

方式とにより，ソ連の産業連関表では

中間需要　　最終需要

建設

?A・通信

､業・補給・調達

0・…・・0

0一　・・0

O・…　　0

という形式がはじめから決められてしまうことになる。

第4。純間接税（間接税一補助金）については，農業に

　3）　スペルドリク産築連関表は，最終需要象限の推

計に興味深いものがある。しかし内生部門数が9部門

にとどまるのみならず，第1象限の推計に難点がある，

すなわち重工業部門の推計にあたって行方向，列方向

全体にわたって推計を行なっていないことが判明した

ため，ここではとりあげない。筆者の知る限り，田畑

（1985）において，この難i点ははじめて指摘された0

　4）scarce　detaから産業連関表を推定する際の
RAS法の有効性については，　Taylor（1984）PP．4－6参
照。
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対する補助金が，農産物を原料として購入する工業に対

する補助金として処理されるという特異な方式がとられ

ている点に注意しなければならない。

　ソ連産業連関表の推計作業は，米国商務省＝Tremlグ

ループによって精力的に進められてきた。1959－1972年

表については乳「公表」第1象限において削除され，てい

る「エレクトロニクス」部門，「合成ゴム」，「その他工

業（製造業）」部門などの挿入による行部門，列部門の全

面的な推計，さらに第2象限，第3象限を推計し，さら

に購入者価格表から生産者価格表を導出する作業も行な

っている。1972年表については，「公表」85内生部門に

「エレクトロ．ニクス」，「合成ゴム」，．「その他工業」部門

を加えた88部門購入者価格表／生産者価格表を復元・推

計してみせた。さらに，まったく．公表されていない1977

年表についても，RAS法を直接使用することなく16部

門レベルの購入者価格表／生産者価格表を試論的に推計

している2）。

　これらの推計表のうち購入者価格表については完全に

ソ連的概念に基づいて作成され，ている。ここでは推計の

委細に立ち入る余裕はないが2，3注意しておきたい。

　第1。生産者価格表では，運輸・商業マージンを除く

ばかりでなく，既述の純間接税にまつわる問題点なども

解決するために，生産者価格からさらに「純商品税（商

品二一補助金）」を分離し，それを中間財取引部門の最

下行に配置している。結果としてTremlθ’α」．の産業連

関表は生産者価格表よりもむしろ国連の推奨する〈基本

価格〉表に近いものとなっている。これはメリットであ

る。代償は，資料制約のゆえ，この方式に対応した輸入．

ベクトルの推定が便宜的にも困難だという点にある。

　第2。1959年の推計表では，「公表」連関表の第1部

門「冶金・鉱石」は，． z業と金属一次製品とに区分して

推計し，1966年推計表では，金属鉱業，非金属鉱業と

金属一次製品とが完全に区分されている。しかし，1972

年88部門表ではこうした区分は資料制約上行なわれて

いない。「冶金・鉱石」部門から，金属鉱業と金属一次

製品とを分離して表示することは投入構造の分析ばかり

でなく国際比較においても重要である。

　1977年推計表についても若干ふれておきたい。われ

われはTrem1θ彦砿の推計方式の性能を異なった視角か

らみるために，．プロトタイプのRAS法を用いて1972年

と1977年のソ連経済の投入係数行列（購入者価格表示）

を再計算してみた。基準年の投入係数行列として1966

年（1972）年推計表の15部門バージョン，国内生産額ベ

クトルと部門別中間投入・需要総額ベクトルとについて

表し3　ソ連産業連関表（名目ベース）における投入係数

　の変化：RAS法の適用
．　コード

@CSU　1’

1972～1977年
繿ﾖ加工度係数係数

〒
蕊
U
1

1966～1972年

繿ﾖ加工度
W数係数

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5

　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
1
1
1

農業

石炭・石油・天然ヴス

その他鉱業・一次金属

食品

織物・衣類・皮革

木材・製紙・印刷

化学

非金属鉱物製品

金属製品・機械

その他工業

電力・スチーム

建設

商業．

運輪・通信

その他物的生産・．林業

0．996

1．065

LO27

0．940

0．921

0．953

1。104

1．052

1．086

．1．403

0．956

0．0

0．988

1．060

1．037

1．022

1．009

0．953

LO46

1．081

LO58

0。913

0．985

0．947

0．920

0。994

0．928

0．958

0。994

0．947

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
1
1
1

0．952

1．316

1．244

0．922

0．911

1．002

1．118

1．131

1．278

1．015

1．192

0．0

0，970

0．932

0．903

1．226

0．869

0．855

1．139

1．093

α965

0。931

0．955

0。858

1．190

0．882

0．858

0．809

0．799

1558

備考1．「代替係教」は，基準時点投入係数行列の行方向修正係数（「行

　　聞修正」）であり，「加工度（変化）係数」は列方向のそれ（「列間修

　　正」）である。基準年と比較年とにともに時価表示表を用いる場

　　合，「代替係数」（「加工度変化係数」）は，原材料間の技術的代替

　　変化（原材料投入率の変化；技術的加工度変化）と相対価格の両

　　者によって主として決定される。当該部門の相対価格が高まれ

　　ば，「代替係数」も高まる。

　　2．コードCSU　1とCSU　1’との間の一目は，　CSU　1’の場合

　　の第1部門，第15部門がCSU　1ではそれぞれ［1農林業」，

　　「15その他物的生産」と変わる点だけである。すなわち，林業

　　の配分方式のみが異なる。なお，「3その他鉱業・一次金属」

　　は，ソ連用語でい5「冶金・鉱石」部門であり，「8非金属鉱

　　即製晶」は，「建設資材」部門と「ガラス・陶磁器」とを統合

　　した部門である。「その他物的生産」には，金属スクラップ，

　　映画フィルム製作7出版，林産物採取，民間人による漁携・狩

　　猟を含み，「その他工業」に含まれるのは，印刷・製本，楽器，

　　玩具，文具，工芸品，映画フィルムDPE，水供給飼料，など

　　である。「その他物的生産」と「その他工業」は，出版と印

　　刷・製本，映画フィルム製作と同DPEなど密接に関係する部

　　面がある。Trem1磁α‘」の1977年表と1972年表における
　　「その他工業」にはこの部面の処理の仕方にいかなる差異があ

　　るか詳細は不明である。

1972（1977）年購入者価格表のそれらを採用した。RAS

法によって再算定した1977年と1972年の投入係数行列

はそれぞれ
　　　　　　　ム　　　　　ハ　　　　　　　　　　　あ　　　　　ハ
　　・4㌔2）：＝髭・4㈹sレ4＊〔77＞：＝R4（7、）8

　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（E＝代替係数対角行列，83加工度係数対角行列）

となる。

　ここで重要なのは，1982年投入係数等の予測ではな
　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ

＜，いわゆるく代替係数＞Rとく加工度（変化）係数＞8で

ある。（表1．3）。1972年から1977年にかけてのこれら

の係数値をみると「その他工業」の数字が奇妙な値であ

ることを見出す。1972年から1977年にかけて，経済発

展度の特に高かったないし価格上昇の激しかった産業が
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この部門に集中するのは，推計の誤差がこの部門に累積

されていることを意味するが，やはり問題であろう（これ

以外の部門についての結果は概略プロージブルである）。

これは1977年推計表の問題性を間接的に示唆している。

　1966年から1972年の代替係数は，技術的代替ばかり

でなく相対価格の変化に大きく影響を受けているとみな

すべきである。1967年卸売価格改訂により，エネルギ

ー関係部門の価格は，1966年水準の1．16～1，81倍に引

き上げられるなど大幅な価格変更が加えられたからであ

る5）。r石炭・石油・天然ガス」部門で∫「その他鉱業・

金属一次製品」部門，「電力・スチーム」部門の代替係

数の高さと，加工度変化係数の低さは，こうした相対価

格の変化を直接反映している。Tremlθ’α」．が1977年

表（名目ベース）を推計するにあたって1966年表（名目ベ

ース）を一切使用しなかった理由はこの点にある。

　以上のような問題点を持つとはいえ，Tremlグループ

の推計は現在考えられる最良の推計結果であるから，わ

れわれは以下の試算において終始彼らの推計表を用いる。

なお，上記のわれわれの考察は，データ構造をみるのに，

各種の投入産出分析のふるいにかけてみることが有効だ

ということを示唆している。また，RAS法はこれまで

の投入係数変化の傾向をみるのに特に有効だということ

も示されている（1982年投入係数マトリックスの予測結

果については純粋にスペースの都合上省略する）。

　以下のH，皿の試算では，ECE標準表と対照可能な

ように部門番号等を並べかえた集計Tremlθ’α」．表を用

いることにする。「1959年付近」，「1965年付近」，「1970

年付近」，「1975年付近」表は，ソ連表の場合，それぞれ

1959年表，1966年表，1972年表，1977年表を意味する

（分類コードについては表1．3の備考参照）。

L2　東欧諸国の産業連関表

　東欧諸国の産業連関表の作成状況は次の2段階に区分

できる6）。

　第1段階（1955－1960年末）MPS型産業連関表の完

成

　産業連関表の導入一門学期を経て，1960年代中葉には，

一様に信頼度の高いMPS型産業連関表の完成をみた。

生産者価格表，輸入マリトックスもMPS基本勘定にそ

って作成された。ソ連と異なるのはこれらの原表は，原

型のままあるいは集計された形で，完全な産業連関表と

5）Belkin（1972）p．113参照。

　6）　ECE標準産業連関表，特にその1975年付近表
についての詳細は久保庭・森・有田（1985）参照。
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して逐次，各国統計下等に公表されていることである

（もちろん表章形式，記録原則，産業分類は各国間に大

なり小なりの差異はある）。

　第2段階（1970－1980）MPS諸国とSNA重視MPS
諸国の分化

　1970年代に入ってからの特徴は，MPS型産業連関表

を遵守するMPS諸国（チェコ，ユーゴ）とSNA型産業

連関表の作成を重視するMPS諸国（ハンガリー，ポー

ランド）との分化が始まったことである。SNA型という

揚合は「非物的」サービス部門が付加価値形成に参加す

ることを承認し，連関表の主要内生部門の1つとしてこ

の部門を位置づけていることを意味する。しかし，ポー

ランドの場合はこの意味でのSNA型連関表の作成につ

いては不徹底であった。他方，ハンガリーはSNA型連

関表の各年時系列表を作成するなど，徹底してこの方向

を追求している。さらに，国連の〈基本価格〉連関表を

不完全な形式であるとはいえ基本表としている点は強調

に値しよう。この点は，東欧諸国の市場経済社会主義国

の代表であるユーゴの状況と比較すると興味深い。

　東欧各国の主要産業連関表を整序したデータベースと

して，国連の《ECE標準産業連関表》以外のものをわれ

われは知らない。この標準表はこれまで4回作成され，て

いる。〈1959年付近表〉，〈1965年付近表〉，〈1970年付

近表〉，〈1975年付近表〉，の4つがそれ，である。東欧諸

国の標準表への参加状況および各国標準表の特性は表

1．4に要約したとおりである。

　標準表では各行部門の取引額の各マス目に国産品取引

と輸入品取引ならびにそれらの合計額を同時に，

ブ部門

ゴ部門

τ　国産品と輸入品の合計額

P　国産品取引額

1　輪入品取引額

というように表示している（T：＝エ）十1）。すなわち，競

争型取引表（丁値の行列），非競争型国内取引表（D値），

輸入マトリックス（■値）の3つが同時にいわば重ねて表

示されている。この表示形式は，各国産業連関表（原表）

をみる平等，ある意味で最も重要な点，すなわち各マス

目に計上されている数字の判定（丁値かP値か）にとっ

ても有効である。例えば，・・ンガリー1976年原表やポ．

一ランド1977年原表の数字と表側，表頭とをみただけ

では，ただちに各マス目の数字が丁値なのかD値なの

か判定できない。したがって供給ベース競争型なのか国

産ベース非競争型簡略形なのかという判定も形式だけで

●

●

●

○
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●
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σ

G

、
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表1．4　東欧諸国のEICH標準産業連関表

337

国名

ハ
ン
ガ
リ
ー

ポ
ー
ラ
ン
ド

チ
ェ
コ
ス
ロ
バ
キ
ア

ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア

ブ
ル
ガ
リ
ア

1959年付近 1965年付近 1970年付近 1975年付近

1959年表

MPS；産業x産業＊

生産者価格章；CIF

T値のみ計上

競争

1965年表

MPS；産業×産業＊

生産者価絡＊；CIF

T，1），1

競争1非競争1混合

1962年表　　　　　　　　　　　1965年表

MPS；商品×産業〔産業×産業〕壌MPS；商品×産業〔産業x産業P

生産者価格＊；CIF　　　　　　生産者価格寧；CIF

T，P，1　　　　　　　　　　　　　T，　D，1

競争／非競争1混合　　　　　　　競争1非競争ノ混合

1970－1979年表利用可

準SNAIMPS；産業×産業
基本価格；CIF

P値のみ計上

非競争簡略型

＊　　1976年表

　　準SNAIMPS；産業x産業
　　基本価格；CIF

　　D値のみ計上
　　非競争簡略型

1971－1973年目利用可

MPS；商品×産業〔産業×産業〕

生産者価格；CIF

T値のみ計上

輸出入欄なし

串1977年表

準SNAIMPS；産業x産業
生産者価格；CIF

P値のみ計上　　　’

非競争簡略型

1962年表

MPS；産業x産業＊

購入者価絡率；CIF

T，1），1

競争1非競争1混合

1967年表

MPS；産業×産業率

生産者価格＊；CIF

T，P，∫

競争1非競争！混合

1973年表

MPS；産業×産業

生産者価格；CIF

T，P，1

競争1非競争∫混合

1977年表

MPS；産業×産業

生産者価格；CIF

τ，1），1

競争1非競争ノ混合

1962年表

MPS；産業×産業＊

＊＊＊；CIF

T，1），z

競争r非競争1混合

1966年表

MPS；産業×産業事

生産者価絡＊；CIF

T値のみ計上

競争

1970年表

MPS；産業x産業
生産者価格

丁，P，1

競争1非競争’混合

1976年表

MPS；産業×産業

生産者価楕

丁，1），1

競争’非競争1混合

1963年表

MPS
＊＊＊；CIF

T，1），」

競争1非競率1混合

備考　ECE報告書各下版等により作成。

　　1　T＝国産晶投入額と輸入品投入額の合計（T：＝P十1）

　　　　D：国産品投入額

　　　　1＝出入品投入額
　　2　串印の付した部分は，ECE報告書で示されていないため，別途調査したことを示ず

　　　（詳しくは二瓶他（1985）参照）。「＊＊＊」は不明部分を示す。

はできない。しかしECE標準表をみればこの点は一目

瞭然である。

　ECE標準表に一貫して参加し，しかも二値・D値・

1値各取引マトリックスを欠かすことなく提示している

MPS代表国チェコの中央統計局は，同国の統計年鑑に

こうしたECE標準表形式で原表を公表している。他方，

ハンガリーは，原表公表にあたって生値・D値・∫値

の同時計上には消極的であるが，ほぼECE標準表の形

式にそって純商品税部門の設定を行なっている（ハンガ

リー連関表の純商品税は対国内生産と対輸入とが区別さ

れていないし，〈純商品税〉とく純間接税〉との区分も不

明瞭だという問題はある）。いずれにせよ，東欧諸国の

産業連関表のあり方は，ECE標準表のそれと密接な関

係があること，および前者は後者から影響を受けている

ことは確かである。

　ECE標準表のフォーマット（部門分割を含む）は，

1959年付近表と1965年付近表との間ではほとんど差異

はなく，1970年付近表のフォーマットと1975年付近表

のそれとは完全に同一である。1959／1965年付近表と

1970／1975年付近表との間には，既述の純商品税部門の

導入ばかりでなく産業分類にも変更が加えられた。エネ

ルギーブロックと金属ブロックを細分化ないし明示的に

し，石油精製部門を独立させ，他方，軽工業，化学，機

械ブロックは統合度を強めたことが，主な変更点である

（表1・5参照。この表には本稿の分析用コードとECEコ

ードとの対応表も付帯してある）。

　ECE標準表を用いた産業連関分析の方法には，さま

ざまな方法が考えられる。しかし，原データの不備のゆ

えに，すべてについて統一した分析的枠組みを設定する

には困難がある。そこで，端初的考察を行なうことを主

旨とする本稿では，195911965年／1970年付近について

は，ソ連を含めて国産（GDO）ベース・競争輸入型で分

析することとする。1975年付近については，ソ連，チ等

コ，ユーゴに対して国産ベース・競争輸入型，ハンガリ

ー，ポーランドに関しては国産ペース・非競争簡略型・

準SNA方式を適用する。いずれも，　ECE表に輪入列

を追加す．るなどの組替えを施している。ポーランド1977

年表を含む，ハンガリー1976年表の分析用に整理レた

基本型は表1・6に示すとおりである。したがって，本稿

では，表1・2と表1・6に示される産業連関表を分析の対
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表1．5ECE標準産業連関表の産業分類

195911965年付近 197011975年付近

コード
CE　1 産業部門名

コード
CE　2

1
2
3
4
・
曜
」
6
7
58
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

　
　
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

農業・林業・狩猟業・漁業

石炭・原油・天然ガス

鉱業（除，石炭・石油・ガス）

食料・飲料・煙草製造業

織物業

はき物・衣類・皮革

木材・木製品・紙・紙製品

製造業・印刷・出版業

ゴム製品製造業

化学工業製品

石油・石炭製品製造業

非金属鉱物製品製造業

第一次金属工業

輸送設備製造業

金属製品・機械設備製造業

電力・ガス・スチーム・水

建設

卸売・小売商売

渦輪・倉庫業・通信

レストラン・ホテル

20

`
2
2

仮設部門・サービス部門

iSNA諸国用）

3
　
　
4
・
2
　
　
2

雰編プ．中古品｝購轍用部門

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2

23

（出所）ECE報告書各年版。

24

`
2
7

産業部門名

農業・狩猟業・林業・漁業

石炭

原油・天然ガス

金属鉱業

その他の鉱業

食料・飲料・煙草製造業

織物・衣類・皮革工業

木材。木製品製造業

紙・紙製品製造業・印刷・出版業

化学工業製品，石油・石炭・ゴム・プラスチック製品製造業

石油精製業

非金属鉱物製品製造業

第一次金属工業

金属製品・機械設備製造業

その他の製造業

電力・ガス・スチーム

水道業・水道供給業

建設

商業

レストラン・ホテル

運輸・倉庫業

通信　　・

そめ他物的部門（MPS諸国用）

サービス部門

（SNA諸国用）

281・一ビ・（・N聴視M・・細用）

巨＝匝亜＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝．
2gl分類不明・統訥魏

基本コードと分析コードの対応
1

コード コード コード コード ＝コ　一 ド コード
C1 CE　1 C2 CE　2 C3 CE　2

1
2

1
2
．
1
2
1
2
1
2
1
昇3 3 3 3．11 3 3

4 4 4 4，5．13 4 4
5 5－6

5 6 5 5

6 7 6 7 6 6
7 8－10 7

8－9 7 7

8 11 8 10 8 8－9
9 12 9 12 9 10
10 13－14 正。 14－15 10 11

11 15 11 16－17 11 12
12 16 12　1 18 12 13

13 17 13 19－20 13 14
14 18 14 21－22 14 15

　　15層　■　r　層　，　，　曾　■　，　響　■　■　膠　，　，　，　．　，　r　．　．　．　，　一　甲　，　r19 15 23．29 15． 16－17
16 23－24

16 18
17
18
19－20
Q1－22

（a） 19 ．23．29

h

・（b） 19
Q0

23
Q8

．　．　・　「　國　一　．

21 29．30
22 非競争輸入．

・

備考　1．分類コードCE　1は，1959年付近ではECEの「分類

　　　C1」，1965年付近では「活動分類A1」である。倉庫業

　　　は1959（1965）年付近では商業（運輸・通信）部門に含まれ

　　　ている。スクラップ・中古品は，1965年付近表でρみ独

　　　立した部門として設けられている。

　　2．番号分類コードC2は，1970年付近ECEユーゴ表が，
　　　金属一次製品と石油精製とをそれぞれ鉱業と原油・天然ガ

　　　スとに統合しているために設けられたコードである。

　　3．1959／1965年付近表については，ECE事務局によって
　　　各国原表の調整が計られた。たとえば，ハンガリー（1959）

　　　では，原表84部門（私的セクター）は，コードCE　1の6，

　　　7，14部門にそれぞれ20％，20％，60％として再配分。ハン

　　　ガリー（1965）では，オーストリアの投入係数を用いて，飲

　　　食・宿泊業の食品投入量（原表ではゼロ）が推計された。

●

●

●

9
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　　表1．6　ハンガリー型産業連関表（分析用）

一準SNA1非競争輸入簡略型／基本価格（生産者価格）

339

非
競
争
輸
入
4

純
商
品
税
3

中
間
需
要

　
　
　
　
2

サ
ー
ビ
ス
部
門

中
間
需
要

物
的
部
門

1

＼
｛

輸
入
（
控
除
）

粗
最
終
需
要

中
間
需
要
計

765

〔
市
揚
価
絡
〕
の

　
　
　
　
十
1
0

G
D
O
　
　
鰺

純
商
品
税
計

9

　
　
　
　
　

〔
基
本
価
格
〕
梓

　
　
　
　
　
　
　

G
D
O
　
　
＋

　
　
　
　
6

物的部門　　　　　1

?ﾔ投入
（D） ω）

0　　0

B1 （D） （D）

0
0

（P）

0
0

（P）

サービス部門　　　　2

?ﾔ投入
（P） （P）

0　　0，

O　　0’

（P） （P）

0
◎

（D）

0
0

（P）

純商品税3　（T）　（T）　0　0　（T）　（T）　0
非競争輸入　4　（1）　　（1）　　0　0　（∫）　（1）　一（1） 0

0

（7）

0　　　　0

中間投入計　5
　　　　　　　（T）　　（T）　0　0　（T）　（T）　0
（1十2十3十4）

0 0 0

T
S
（10－7）

　11

（T）

付加価値　6
　GDO　　7　（D）
〔基本価楕〕

　（5＋6）

　
）
　
D

　
（0
0
0
0

　
）
　
（

締品棚・1／D・1の
GDO　　9　（ρ）
〔市場価格〕

　（7＋8）

（刀）　　0　0　（P）

輸　入　計10

@　TS　　　11

@（9＋10）

0　　0

O　　0

ω
（
T
）

備考1　GDO，　TS，　T，1），1については表1．2と定義

　　内容は同一。

　　2　ポーランド1977年表は，この表、の純商品税部

　　門を無視し，市場価格表示のGDO部門を採用し

　　たものである。

　　3　本稿の分析は，GDO〔市場価格〕で行なったが，

　　GDO〔基本価格〕を採用しても分析結果にほとん

　　ど差異は生じない。

　　4「非競争輸入」部門の設置は．他部門のレオン

　　チェフ逆行列の要素の値に影響を及ぼさなレ・。し

　　たがって，この仮設部門を外生部門に移しても分

　　析は可能である。ハンガリー経済の価格分析の際

　　にはこの方式が望ましい。

象とすることになる。なお東欧諸国の産業連関表のデー

タ構造を調べる際にも，実際に産業連関分析を行ない，

その結果から逆にデータ構造を検討するという作業が有

効でもあり，また不可欠だともいえる。したがって，わ

れわれは分析に入ることにする。

II　ソ連・東欧経済の基本的投入産出構造

　II．1　マク自の投入産出指標の推移

　各国産業連関表と各国投入産出構造の基本二二を知る

には，まず，マクロ的考察を行なっておく必要がある。

ソ連・東欧諸国のマクロの中間投入比率と中間需要比率

との推移は，表II・1にみられるとおりである。表から

次の事実を知る。

　第1。マクロの中間投入比率と中間需要比率は全般的

に上昇しており，それぞれ，55％，53％前後に安定して

いる。日本等先進資本主義国と同様の変化と水準を示し

ている。中間投入（需要）比率の上昇は，社会的分業の深

度と正の相関関係，生産性の上昇と負の相関関係をもっ

ている6付加価値率：＝1一中間投入比率という関係式が

成立しているからである。

中間投入比率の一定の上

昇は，工業化に不可欠で

あるが，ある段階以降の

上昇は当該経済システム

の不能粛正と絡みあって

くる。この関係を究明す

るには中間投入（需要）比

率の上昇を資本・労働関

連指標とリンクして説明

する必要がある。しかし，

ここでは事実を指摘する

にとどめる。

　第2。チェコ，ポーラ
ンド，亭一ゴ，’ ﾁにチェ

コの中間投入（需要）比率

が，1959年付近から1965

年付近にかけて急上昇し

ている。これは，実際の

経済がこのような動きを

示したり，ある特定部門

の中間投入（需要）比率が

急上昇したということで

はなく，この3ヵ国の揚

合，1959年付近表から

1965年付近表にかけて産業連関表作成に根本的改善が

施されたと解すべきであろう。すなわち，第1象限の内

部流通の捕捉の仕方の変更に起因すると老えられる（こ

の変化は，価格評価方式以前の問題である）。

　したがって，これら3ヵ国とその他の国に関して1959

年付近表と1965年付近表とを用いて多部門分析により

直接比較することにはラフという域を超えた無理がある。

　第3。1965年付近以降をみるとポーランドの中間投入

（需要）比率が最も高く，ユーゴのそれが最も低い。ポー

ランドの中間投入比率は1975年付近では63．72％という

異常値を示している。この理由は，中間投入のうちの輸入

の相対的上昇と交易条件の悪化とに起因する。同国の国

内生産額に占める中間投入輸入額の割合が，5・45％（1965．

年）から11．12％（1977年）に上昇しているからである。

　次に，マクロの輸出入状態を概観しよう。表II・2は’

Leontief（1966）が多部門分析で用いた自給率と直接間接

「輸出率」・「輸入率」とを各国・各年次にわたって試算

した結果である。この表から以下の事実をみいだす。

　第1。各国の自給率は若干のジグザグがあるが，低下
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表II．1　マクロの中間投入比率と中間需要比率（％）

中間需要比率

研 究

S
H
P
C
Y

B

Vol．36　No．4

図II．1　‘国際’スカイライン図表一1975年付近

中間投入比率

1959

付近

51．95

5α27

46．82

38．09

39．55

44．29

1965　　1970　　1975　　1959　　1965　　1970　　1975

付近　付近　付近　付近　付近　付近　付近

53．43 56．39 57．13 50．41 52．19 ．54．20

54．95 55．59 58．91 47．24 48．75 48．50

58．32 58．16 63．72 42．45 53．62 58．16

55．99 56．38 58．78 34．70 50．85 50．21

48．23 49．56 53．59 34．84 43．23 43．55

，　・　， 38．10

54．36

50．14

57．67

51．58

47．73

自

給100
率
％　0

（a）横軸に総生産額をとるケース

　　園直接間接輸入
Ioo％」＝L直接間接輸出

。％且現実酌生産

100

窯

一　　ソ連

i＄20185億〉 I
I

　243ﾊ　100

ハンガリー」　i　生産額　　　　ポーランド

　　　　　　　　　　　　　　　　　チェコスロバキア

（b）横軸に1人あたり総生産額をとるケース

　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1人あたり生産額

備考　1．本図はレオンチェフ1国内産業部門別スカイライン図表

　　　　の‘国際版，である。

　　　2．（1）1975年米ドル表示の1975年各国GNP推計値
　　　　（A工ton（1977）p．224）に，表II．2から算出される1975

　　　　年付近のマクロレオンチェフ乗数1／（1一中間投入比率）

　　　　一投入係数不変仮説一を乗ずると，各国の1975年国内生

　　　　産額（米ドル表示）が算定される。（2）国別国内生産額を

　　　　部門別国内生産額，国別直接間接輸出・輸入（表II．2の

　　　　1975年付近）を部門別のそれとアナロジーに考える。（1），

　　　　（2）により上図（a）が描かれる。同様にして，各国別に1

　　　　人あたり国内生産額を計算すると（b）のケースが描ける。

　ソ連
（＄7931）

ハンガリー
（＄5816）

ポーランド
（＄6726）

チェコスロバキア
　　（＄8879）

備考　1．S＝ソ連，　H＝ハンガリー，　P霜ボーランド，　C＝チェコ，

　　　　Y＝ユーゴ，B＝ブルガリア（以下の表で共通）。

　　　2．　中間投入比率；＝中間投入（含輸入）1国内生産額；

　　　　中間需要比率：；中間需要（含輸入）ノ総供給。

　　　3．　ソ連の場合，表し1の米国商務省＝Tem1グループ購入

　　　　者価格表より算出。それ以外は，ハンガリーとポーランド

　　　　の1970年付近を除いてECE標準表より試算。ハンガリ

　　　　一とポーランドの70年付近は，それぞれKHS（1981）

　　　　　の1972年表と『ボーランド統計年鑑1974年版』の1972

　　　　年表等によって算出。

　　4．　ソ連のTrem1θ‘α‘．生産者価格表による中間投入比率は，

　　　　49．78（1966），53．08（1972），53．78（1977）％である。

　　　5．ハンガリーの1976年表，ポーランドの1977年表は非競

　　　　争輸入型であるが，マクロの場合は，「競争」型で考えら

　　　　れる（表し6参照）。　GNP統計との対応上，このように

　　　　考えるのが正しい。

傾向にある。1975年付近では95％前後の自給率水準に

ある。1970年付近から1977年付近にかけての自給率下

落は，後にみるように明白にオイルシ日ックによる交易

条件の悪化に起因する。また，ハンガリーの叩合が低下

が最も激しく，チェコの自給率が最も安定している。

　第2。ハンガリーとチェコの（直接間接）「輸出率」・「輸

入率」がともに著しく高く，両国とも通時的にみても上

●

●

表1L4　ソ連・東欧の同一産業間投入構造の比較

〈1965年付近〉 〈1970

コードC1
H／・1 HIC HIY P／C PIY CIY． コードC2 ・／YI

1農林・水産

2石炭・石油・天然ガス

3　その他鉱業「

4食品
5　織物・衣類・皮革

6木材・製紙・印刷

7化学
8　非金属鉱物製品

9金属一次製品
10金属製品。機械・その他

11電力・ガス・水道

12建設
τ3商業

15運輸・通信
15　その他

0．981

0．452

0．682

0．982

0．997

0．948

0．887

Q．766

0．747

0．981

0．931

0．944

0．974

0．908

0。0

0．998

0．266

0．429

0塁990

0．987

0。975

0．974

0．799

0．974

0．999

0．691

0．943

0．994

0．927

0．0

0．986

0．757

0．013

0。993

0．991

0．976

0．911

0．763

0．963

0．987

0。944

0．349

0．516

0．690

0．912

0．977

0．2工3

0．921

0．997

0．990

0．983

0．961

0，855

0．810

0．982

0．863

0．969

0．979

0．986

0．0

o．997

0．585

0．630

0．981

0．989

0。973

0．975

0．793

0。856

0．987

0．933

0．445

0．609

0．905

0．0

0．984

0．287

0．855

0．986

0．963

0，987

0。975

0．804

0．988

0．988

0．705

0．414

0．573

0．854

0．0

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5

　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
1
ー
ユ

農林・水産

石炭

石油・天然ガス

その他鉱業・金属一次

食品

織物・衣類・皮革

木材・製紙・印刷

化学

．非金属鉱物製品

金属製品・機械・その他

電力・ガス・水道

建設

商業

運輸・通信

その他

0．952

0．963

0．997

0．996

0．996

0．962

0．987

0．979

0。744

0。984

0．783

0．354

0．511

0．776

0．588

も

備考　HIP列は，ハンガリーの部門別投入係数列（！転π）とポーランドの対応するそれ（・4‘P）との間の相関係数を示す。他も

　　　同様。ただし，1975年付近のHIPのみ，国産品投入係数行列の比較である。なお，ソ連の1970年付近のデータは生

　　産者価柏表による。
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表II．2　マクロの輪出入構造一レオンチコ：7自給率 （単位：％）

1

1959年付近 1965年付近 1970年付近 1975年付近

輸出率 輸入率 自給率 輸出率 輸入率 自給率 輸出率 輸入率 自給率 輸出率 輸入率 自給率

S
H
P
C
Y
B

3．60

Q7．11

P8．07

P7．12

Q0．83

Q2．62

6．22

P4．54

P9．18

P5．96

Q2．10

Q7．72

97．38

P12．57

X8．90

P01．15

X8．73

X4．90

3．16

R1．69

P9．18

Q7．24

P9．40

5．02

Q8．97

Q0．98

Q3．92

�Q1．80

98．14

P02．72

X8．20

P03．32

X7．60

5．08

R4．54

R1．09

P8．97

8．94

R3．31

Q8．81

Q5．54

96．14

P01．23

P02．29

X3．43

6．80

R6．71

Q3．48

R3．03

P8．06

11．36

S0．79

Q7．69

R3．78

Q4．71

95．44

X5．92

X5．79

X9．25

X3．35

備考　1．　基礎資料については表II．1と同一（ブルガリアはECEにおけるブルガリア1963年表）。

　　2．　この表の「輸出率」，「輸入率」，「自給率」は次のように定義される。

　　　　　「輸出率」：＝輸出！国内最終需要（含輸入）；「輸入率」3＝輸入1国内最終需要（含輸入）；「自給率」：謡1＋輸出率一輸入率。、

　　　　マクロ（1部門／）の場合は，簡単な計算によって確かめられるよ5に上の定義と

　　　　　「輸出率」＝＝（輸出による直接聞接の生産誘発額）1（国内最終需要による直接間接の生産誘発額）

　　　　とは同値である。輸入率についても同様しただし，輸入による「負」の生産誘発額は，輸入を自給すると仮定した場合に直接間接に必要

　　　　とされる国内生産額だと解釈する。

昇度が大きい。

　同じくLeontief（1966）のスカイライン図表を「国際

化．1して1975年付近の‘国際’スカイライン図表を，ソ連，

ハンガリーポーランド，チェコの4ヵ国をそれぞれ産

業部門にシミュレートして作成したのが図IL　1である。

　御覧のように自給度ラインの凹凸は大きくないが，東

欧諸国の輸入の「影」と輸出による突起の激しさ，そし

て国内生産額についてのソ連の圧倒的優位，さらに1人

あたり生産額に横軸をとった場合の各国横軸シェアの均

等化の状態が容易に看取されよう7）。

年付近〉 〈1975年付近〉

SIC i・／・ コードC3 CIY HIP

0．958

0．891

0．949

0．988

0．989

0．934

0．905

0．968

0．727

0．994

0．531

0．842

0．306

0。759

0．781

0．952

0．878

0．957

0．992

0．989

0．992

0．916

0．976

0。831

0．968

0．708

0．332・

0．018

0．582

0．526

1農林・水産

2石炭
3原油・天然ガス

4金属鉱業
5その他鉱業

6食品
7織物・衣類・皮革

8木材・製紙・印刷

9化学
10石油精製
11　非金属鉱物製品

12金属一次製品
13　金属製品・機械

14　その他製造業

15電力・ガス。水道

16建設
17商業
18　　　運輸　●　通イ言

19　その他物的生産

20　サービス

9
7
6
6
8
7
8
2
9
2
6
9
6
3
0
8
1
0
2

5
1
8
7
0
8
7
9
8
9
3
8
8
5
4
6
0
8
7

9
4
4
9
8
9
9
9
9
9
7
9
9
7
9
3
0
7
8

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

7
8
0
7
8
1
4
8
7
2
3
9
5
9
5
0
2
1
7
0

6
5
4
8
3
7
7
0
9
1
2
8
7
2
2
8
5
5
2
4

9
7
0
0
7
9
9
9
7
6
7
1
7
7
6
6
8
6
1
9

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

IL　2　投入産出構造の諸特性

　（1）各国経済のフローの投入産出構造をみるには多

種多様な接近方法がある。まず，東欧4ヵ国における部

門別の中間投入比率，すなわち各ブ産業の国内生産額に

占める中間原材料費用（含輸入）の系列に関する各国毎の

相関係数を計算すると表IL　3のようになる。14部門レ

ベル（コードC1から「その他」を除いた14部門）でみ

た1965年付近では，ポーランドとユーゴの中間投入比

率の相関が最も高く，ハンガリーとチェコ，ポーランド

とチェコの間の相関も高い。18部門レベル（コードC3

の上位20部門のうち，「その他物的生産」と「サービス

（SNA重視MPS諸国用）」とを除いた18部門）の1975

表11．3　東欧諸国の中間投入比率構成の比較
．

1965年付近 1975年付近

H｝ P C Y H P　　　C　　　Y

H1．0000．7830．8410．7271．0000．3130．7670．924

PO．7831，0000．8280．9280．3131．0000．3550．363

CO．8410．8231．0000．7330．7670．3551．0000．830

YO．7270．9280．7331．0000．9240．3630．8301．000

備考　K国ゴ部門の中間投入比率は

　　　　　　　　が：＝Σ砺κμ｝κ
　　　　　　　　　　　‘
　　によって定義される（■乞，κ冨K国ゴ部門による‘部門の中

　　間投入額）。麗K＝（鵯1κ…26πκ）’とすると（ππ麗Pπσ翼ア）

　　の各列ベクトル間の相関係数が上表である。

　7）　ソ連の輸出入品の国内価格への換算には問題が

ある。Tremlは国内価格を世界市場価格にリンクさせ
て推定すると国民所得（ネソト）に占める輸出と輸入は

それぞれ7－8％17－20％になるという。もしそうだ
とすると，スカイラインの自給度線は大幅に落ちこみ，

輸入の「影」が大きくのしかかってくることになる。
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年付近ではハンガリ，一とユーゴとが最も強い相関を示し，

それに次いでチェコとユーゴの間の相関が高くなってい

る。1975年付近の相関行列をみるとポーランドとその

他3ヵ国との間の相関が異常に低いことに気付稲この

理由はポーランドの「原油・天然ガス」，「金属鉱業」部

門の中間投入比率の異常な高さにある。各国のこれらの

部門の中間投入比率（％）は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　H　　　　P　　　　C　　　　Y

　　2原油・天然ガス　26．36　87．14　21．88　　11・31

　　3　　金属鉱業　　　　　　　 48．99　　　　79．15　　　　64。48　　　　48．52

（エネルギー・鉱業関係4部門を除くと，ポーランドと

ハンガリーとチェコ，ユーゴとの間の中間投入比率構成

の相関係数は，それぞれ0，775，0・842，0・810．と一挙に高

まる。）

　次に，ソ連・東欧諸国の同一産業間における投入係数

構成（Leontief投入係数行列の各列ベクトル）の相関を調

べてみよう。1965年付近の東欧諸国間全体，1970年付

近のチェゴ・ユーゴ・ソ皆野，1975年付近におけるチ

ェコ・ユーゴ間，ハンガリー・ポーランド間のその結果

は表II・4に示されるごとくである。

　1965年付近については，』第1に，エネルギー・鉱業

部門における各国間投入＝費用構造の相違が大きいこと

がわかる。第2に，建設・商業部門の投入構造はユーゴ

とその他3ヵ国との間に差異がある。第1の相違は

1970年付近の産業分類コードC2（「金属一次製品」と

「鉱業」，「石油精製」と「原油・天然ガス」とを統合し

た分類一ソ連・東欧諸国内の15部門のレベルの分類

方式）のもとでは消失し，1975年付近の分類コードC3

のもとで再び現象している。他方，ユーゴの建設。商業

部門の投入構造のその他諸国と比較した場合の特異性は，

1970年，1975年付近を通じて共通に確認することがで

きる。

　1970年付近のチェコとソ連とをみると，非金属鉱物

製品，電気・ガス・スチーム・水道，商業，運輸通信，

その他を除くと著しく高い親近性を示している。1975

年付近のハンガリーとボーランド両国の国産品の投入構

造の親近性は一般に低いが，非物的サービス部門につい

ては強い類似性を呈している点が興味深い。

　（2）　1国内各時点の各産業部門の投入係数列ベクト

ル間の比較は，aggregati6n　biasの問題を考える時に重

要となる。rHatanakaの条件」より。各列部門投入係

数構成の‘親近性’が高い部門同士を統合するとbiasが

少な』ｭて済むからである。この‘親近性’を測る1っの方

法は，投入係数行列

Vo1．36　No．4

表II．5チェコ1973－1977の投入係数

　（名目ベース）の変化：RAS法の適用

コードC3 代替係数　　加工図係数

1農林・水産

2石炭
3原油・天然ガス

4金属鉱業
5　その他鉱業

6食晶
7織物・衣類・皮革
8　木材・製紙・印刷

9化学
10石油精製
11　非金属鉱物製品

12　金属一次製品

13　金属製品・機械

14　その他製造業

15電力・ガス・水道

16建設
17商業
18運輸・通信
19　その他

4
6
1
9
8
4
1
4
0
5
4
5
7
5
3
6
8
5
2

1
0
1
4
6
1
9
1
0
5
9
6
3
9
4
0
4
3
7

0
9
8
3
0
0
9
0
1
6
9
8
0
9
3
1
0
8
7

1
0
3
1
1
1
0
1
1
1
0
0
1
0
1
1
1
0
1

8
0
2
7
9
3
9
2
7
6
4
0
1
8
0
9
2
3
1

6
9
0
8
6
2
2
4
8
1
6
3
8
1
3
8
7
9
7

9
9
3
6
1
0
0
0
9
5
0
0
0
9
9
0
7
9
4

0
0
1
0
1
1
1
1
0
0
1
1
1
0
0
1
0
0
1

　　・4＝（・4三オ2…・4π）

　　　（．4盛：＝ゼ部門投入係数列ベクトル）

について，相関マトリックスを計算してみる乙とである。

しかし，15～20部門程度にすべて集計された産業連関

表の場合には，この計算か．ら多くの情報をうることはで

きない。ソ連・東欧諸国の15－20内生部門レベルのゼ

部門投入係数列ベクトル轟とゴ部門投入係数列ベクト

ル馬との間の相関係数行列（丑ゆを試算してみても，

農林・水産部門と食品部門との間の相関係数が共通して

高い（0．95以上）という事実以上の発見はできない。ソ連

の88部門セベル（72年表）でこうした試算を行なってみ

ると，例えば「冶金・鉱石（一次金属・鉱業）」部門の投

入構造は「生産用金属製品」，「ケーブル」，「器具」，「軸．

受」，「衛生設備」，「その他金属製品」，「金属性構造物」

のそれと類似している（相関係数値0・938～0．981）など興

味深い事実を見いだすが，本稿ではこれ以上立ち入らな

い。

　（3）投入（費用）係数の異時点間の変動傾向に関して，

ソ連についてはすでに1でみた。ソ連の場合，オイルシ

ョックをはさむ1972年と1977年との間の投入係数行列

（名目ベース）の変化は大きくない（少なくとも公式統計

をベースに1977年表を推計する限りは）。しかし，東欧

諸国の場合は異なる。この点を確かめるために，チェコ

の1970年付近（1973年）と1975年付近（1977年）との投

入係数行列（名目ベース）をそれぞれ基準時点と比較時点

●

●



．●

●

e

Oct．　1985 ソ連・東欧経済の投入産出構造

とし，再びRAS法を適用することによって，「代替係

数」と「加工度（変化）係数」とを計算した結果が表II．5

である。みられるように，原油・天然ガス部門の相対価

格変化と技術的代替変化とにより，その代替係数が3・81

という異常値を示し，石油精製部門，金属鉱業，電力・

ガス部門の代替係数も1．66，1．35，1．34という値をとって

いる。これに対応して，金属鉱業・石油精製部門の揚合

は加工度係数も0．69，0．52という低い値をとっている。

　　　図II．2　1965年付近の中間投入比率と中間需要率
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　（4）　以上，相関分析やRAS法を用いて投入産出構

造の諸特性をみてきた。より一層基礎的で定常的な性格

は，Chenery＆Watanabe（1958）の古典的手法のバリア

ントを用いて調べることができる。

　図II・2は，1965年付近のソ連・東欧諸国における中

間投入比率と中間需要比率の産業部門別分布状態を図示

したものである（部門番号はコードC1による。ソ連購

入者価格のケースのみコードCSU1である。　CSU1とC1

　　　　　　　　　　とが相違する部門については〔〕

　　　　　　　　　　で，コードC1の対応番号を注記

　　　　　　　　　　している）。ブルガリア1959年付

　　　　　　　　　　近（1963年）も参考のために含め

　　　　　　　　　　ている。第1，H，皿，　IV象限は，

　　　　　　　　　　各国のマクロの中間投入・需要比

　　　　　　　　　　率と各産業のそれとの大小関係に

　　　　　　　　　　よって分けられている。

　　　　　　　　　　　図から各国共通の分布状況と同

　　　　　　　　　　時に各国の特殊性を看取できる。

　　　　　　　　　　ブルガリアを除くと，まず各象限
コードC1
　　　　　　　　　　には概略共通に次の産業部門が配

　　　　　　　　　　置されているのを知る（＊は例外が
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に入る（この部門はIVに入る方が正常である）。例外の存

在については次のとおりである。

　①　「1農林水産」：チェコのみ中間需要率が著しぐ

　　高く（78．48％）第1象限に入る。

　②　「2石油・石炭・天然ガス」：ソ連（購入者価格）

　　の中間投入率が平均より高く第1象限に属する。

　③　「6木材・製紙・印刷」：ハンガリーのみ第H象

　　限に属する。

　④「11電力・ガス・スチーム・水道」：チェコの

　　み中間投入率が高く第1象限に入る。

　⑤　「12　建設」チェコとソ連（購入者価格）が第皿象

　　限に入る。

　以上のうち，③，④は部門統合に起因し，⑤は特．に例

外といえない。特記すべきは，①のチェコの農林業の中

間需要比率の大きさだけである（ハンガリー，ポーラン

ド，ユーゴの農林業の中間需要比率はそれぞれ，65．96％，

75．11％，44．74％で，ポーランドの水準はチェコに近い）。

　以上のパターン分類の他，第II・2図で顕著なのは，

ソ連（生産者価格）における「5織物・衣類・皮革」（ソ

連用語の狭義「軽工業」）部門と「4食品」部門との中

間投入比率の異常な高さ（付加価値率の低さ）である。ブ

ルガリア（1963年）についても若干コメントしておこう。

第1に，機械産業（10）の中間投入比率が低く第皿象限

に入り，また化学産業（7）も中間投入比率が低くLHの

境界線上にある。これは，ブルガリアの他国と比較した

場合の発展途上的性格を表しているとみなせよう。第2

に，ソ連と同じく建設部門（12）の中間需要比率はゼロで

ある。すなわち，ブルガリア産業連関表第1象限の建設

部門行の要素はすべてゼロである。これより，ソ連と同

様の建設部門の取扱い方式をとっているのはブルガリア

であり，またそれに限られることが図

IL　2から読み取れる。

　詳述することはできないが，1959年

付近から1975年付近においても1965年

付近と同様のパターンを検出することが

できる。この例外として特筆に価する

のは，ポーランド（1977年）における原

油・天然ガス部門の中間投入比率水準の

変化（第H象限から第1象限への移動）で

ある。

　（5）　次に，いま1つの古典的な手法

である，Rasmussen係数（影響力係数と

感応度係数）利用による機能分析を行な

ってみる。
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　周知のように，Rasmussen係数は，レオンチェフ逆

行列（∬一4）一1の各エレメント殉を利用することによ

って，各産業が再生産構造において果たしている役割を

平均的に説明することをねらいとしている。影響力係数

（防）は，ブ列部門に対する単位最終需要が産業全体に

対して与える生産波及の大きさが，部門間平均に対して

大か小かを平均的に示す（1より大であれば平均より影

響が大。逆は逆）。感応度係数（び）は，各列部門に最終

需要がそれぞれ1単位あったと仮定した場合，（単位最

終需要ベクトノレ（1…1）’が与えられた場合），ぢ行部門

が受ける影響の度合が部門間平均より大か小かを平均

的に示す（1より大であれば感応度大。逆は逆）。産業部

門数をηとするとそれぞれの定義式は次のとおりであ

る。

　　砺：＝Σゐ¢ゴ／（Σう盛ノπ）

　　　　　乞　　　　奮，ノ

　　σ蛋＝＝Σう¢ゴ／（Σわ¢ゴ／？L）．

　　　　　　　　らノ　　　　　ゴ

　われわれは，競争輸入・国産ベースの二合，・B1＝（1

　　　　　　　　　　　　　　　　
一・S）一1型逆行列と82＝［∬一（∬一M）孟］一1型逆行列の両

者についてRasmussen係数値を試算したが，ここでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ主として前者について関漏することにする（1匠＝国内需

要（中間需要＋国内最終需要）に対する輸入係数の対角行

列）。

　図II・3は影響力係数一感応度係数平面に1965年付近

の各国各産業部門の試算値をプロットしたものである。

ブルガリア（1963年）についても参考のために表示して

いるのは図II・2の揚合と同じである。先と同様，4っ

に区切られた各象限について次のような共通の産業配置

状況をみいだす（番号コードはC1，＊は例外の存在を示

す）。

図II．4　ソ連（1977年）の影響力係数と感応度係数（番号＝コードCSU1）
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　第1象限〔他産業への影響力大，他産

業からの影響度大〕

　　10金属製品。機械・その他製造業，

　　9金属一次製品，7化学

　第H；象限〔他産業への影響力小，他産

業からの影響嗣子〕

　　14運輸・通信＊，2石油・石炭・

　　天然ガス＊

　第皿象限〔他産業への影響力小，他産

業からの影響度小〕

　　13商業，11電気・ガス・ステー

　　、ム・水道，3　その他鉱業率

　第IV象限〔他産業への影響力大，他産

業からの影響度小〕

　　4　食品＊，5　織物・衣類・皮革串，

　　6木材・製紙。印刷＊，12建設

経　　済　　研　　究 Vol．36　No。4

図II．5チェコスロバキア（1977年）とユーゴスラビア（1976年）の影響力係数

　と感応度係数（番号：コードC3）

τ
40

O0
2
　
2

感
応
度
係
数
％

oo1

50

チ
ェ
コ
ス
ロ
バ
キ
ア

II

　10
葦蒼

17×

皿1

5

x
1
4

x13

X
9

x1

x12

15
峰
8

サい6
x露｝6

200

　
　
　
　
　
　
　
o
o

感
応
度
係
数
％
　
　
一

　
　
　
　
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア

1

0　　50

5（，

　ぱらつきが大きく特定化することの困難な部門は「1

農林・水産」部門である。この部門の感応度が一様に著

しく高いことは共通している（ソ連一購入者価格：128％，

ソ連一生産者価椿：146％，ハンガリー：174％，ポーラ

ンド：182％，チェコ：155％，ユーゴ：160％，ブルガ

リア：152％）。しかし，影響力については，ソ連・ユー

ゴは小さく，ポーランド・チェコは比較的に大きい。ハ

ンガリー・ブルガリアは中立的である。

　例外のマークの付した産業については次のとおりであ

る。

　①「2石油・石炭・天然ガス」：ユーゴ・ポーランド

　　は感応度も低く，皿に入る。

　②「3　その他鉱業」：ユーゴは影響力が小さく，Hに

　　入る（ブルダリアも同様）。

　③「4　食品」：ソ連（生産者価格）は感応度も高く1に

　　入る。

　④「5織物・衣類・皮革」：ソ連は影響力も感応度も

　　著しく高く，1に入る（ブルガリアも同様）。

　⑤「6木材・製紙・印刷」：ハンガリーは影響力も小

　　さく，IVに入る。

　⑥「14運輸・通信」1チェコ，ユーゴはにH入る。

　こうした影響力係数一感応度係数の分布のパターンは，

1959年付近から1975年付近にかけてみても大きな変位

はみられない。図II・4は，ソ連の1975年付近の影響力

係数と感応度係数の会布を描写している。分類コードに

若干の違いがあるが，購入者価格表の揚合はほとんど直

接対応づけが可能である（分類コードの差異は比重の小

さい林業の位置づけのみである）。「6木材・製紙・印

　　100　　　　　　150　　　　　0

　影響力係数％　　　　　　　　　　　　　　影響力係数％

刷」が第1象限から第IV象限ヘシフトし，「10　その他

製造業」が第皿象限から第IV象限へ移動した以外は，

各部の象限配置は変わらない。もちろん，「2石炭・石

油・天然ガス」部門の感応度係数が143％から169％に

上昇し，「5　織物・衣類・皮革」部門のそれが130．35％

から115．42％に下落しているなどの変化はある。ソ連

1975年付近の購入者価格と生産者価稲との揚合におけ

る分布の相違も1965年付近の揚合とほとんど異ならな

い。すなわち，購入者価格の生産者価格へのコンバート

によって，影響力係数一感応度係数平面上においては，

軽工業部門の北東方向へのシフト，農業部門の上方への

移動，エネルギー部門の下方への移動などの一連の転移

が生ずるということは不変である。

　図IL　5は，チェコとユーゴの1975年付近の分布図で

ある。部門数と分類コードが1965年付近と異なる

（Rasmussen係数は部門統合の仕方によって異なった値

をとる）が，両国における「1農林・水産」部門の位置

関係など1965年付近と1975年付近との間に共通のパタ

ーンをみいだすことができよう。部門分類として拡充さ

れた諸部門が次のように各象限に配置されていることは，

図により，ただちにわかる。
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　なお，チェコとユーゴとを比較した揚合に重要な点と

して，チェコ経済における「13金属製品・機械」部門

の感応度の相対的大きさとユーゴ経済における「12金

●

●

D
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Oct．　1985

属一次製品」の生産波及効果の相対的大

きさを指摘しておきたい（チェコの習合，

1965年付近では一次金属の方が金属製

品・機械より感応度が大きかったが1977

年置は後者の方が圧倒的に前者より大き

くなっている。ただし，これは1970年

付近ですでにみられる事実である）。

　図II．6は，1975年付近のハンガリー

とポーランドの非競争輸入簡略型の投入

係数行列

護一

i．4diOηεiO）
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図II．6ハンガリー（1976年）とボーランド（1977年）の影響力係数と感応度係

難（番号：コードC3）
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　　　∠が：国産品投入係数行列

　　　配＝輸入係数行ベクトル

の逆行列B3＝（1－4）一1にもとつく影響力係数と感応

度係数である。（簡単な計算によって知られるように

蘭㌔ﾗ1罵謬謂）
である）。両国の影響力係数一感応度係数平面における各

産業部門の象限配置は，「3原油・天然ガス」，「7織

物・衣類・皮革」，「10石油精製」，「14その他製造業」，

「17商業」，を除いて同一である。また，ハンガリーの

「7　織物・衣類・皮革」の影響力・感応心係数の相対的

　　　　　　　　ゴ
大きさ，ならびにポーランドの「13金属製品’機械」

部門の感応度係数の相対的大きさは顕著である。「20非

物的サービス部門」については，第皿象限内．とはいえ

影響力も感応度もハンガリーの方が高くなっている。

　以上，簡単にソ連・東欧諸国の投入産出構造を生産波

及効果の観点からみてきた。全体として，ソ連・東欧諸

国，特に東欧諸国の特徴をなすのは，「金属製品・機械」

部門と「農林・水産」部門という2っの基幹部門の感応

度が著しく高いことである。他産業への影響力が高く，

また他産業から影響を受ける度合の大きい産業として考

えられるのは，基礎資材供給部門の性格の強い産業であ

る（「金属一次製品」は必ず第1象限に入る）。こうした

視点からみると金属製品や機械のような最終財的性格の

強い部門が窮1象限に位置するのは，いささか奇妙なこ

とだといわなければならない（合衆国やわが国の一合，

金属製品や機械は第1象限に入る）。この点は「金属一，

次製品」ど「金属製品」とへ統合される細目分類の部門

に関する調査も含めて再検討の余地がある。なお，こう

した金属製品・機械部門の特性や農業部門の性格は，
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　影響力係数％’　　　　　　　　　　　　　影響力係数銘

・B1型，　B2型，β3型の逆行列のうちどれを選ぶかによ

って変わることのない一般的事実である・Y連（1977年

購入者価格；コードC1’），チェコ（1977；コードC3），

ユーゴ（1976；コードC3），ノ・ンガリー・ポーランド

（1965年；コードC1）の訳合についてβ2型を採用した

揚合の農業部門と金属製品・機械部門の感応度係数は次

のとおりである（％表示）。

　　　　　　　　　S（77）　C（77）　Y（76）　H（65）　P（65）

　農業部門　　　　　　133　　149　　144　　178　　181
　金属製晶・機械部F「1　118　　　　197　　　　128　　　　121　　　　141

　11．3　ソ連・東欧諸国の‘スカイライン’

　II．1でとりあげたスカイライン図表分析は，もとも

と投入産出構造のパターンとその経済発展にともなう変

貌とを，所与の産業別最：終需要のもとでの国産化および

輸入代替の進展度合から捉えるために考案されたもので

ある。本節では，この手法によりソ連・東欧諸国の投入

産出構造を調べてみる。分析の対象となりうるのは，競

争輸入型（第1，H象限に丁値計上）・国産（GDO）ベース

の産業連関表であり，直接間接の生産波及（生産誘発額）

は輸入を控除しない，・B1型逆行列（1一・4）一1によって追

跡しなければならない。

　図II・7は1959年付近から1975年付近におけるソ連・

東欧諸国あスカイライン図表である。東欧各国毎の番号

コードは1959年・1965年付近を除いて必ずしも同じで

ないが，図表を縦にみた場合のコードは東欧諸国間では

共通している。横軸には各産業の総生産額がとられるが，

図1工・7では各国各年において総生産額が同じになるよ

うに表示してあるから各国の産業別国内生産額の構成比

としてみると便利である。「（仮想）自給自足生産額」は，
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済のスカイライン図表
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　　　　　　　り　　　コ　　　ロ
国内最終需要（含輸入）「を充たすために直接間接に必要

とされる生産額をすべて完全に国産化したと仮定した揚

合の生産額であり，墨入を含む国内最：終需要「による

生産誘発額である。スカイライン図表は，各産業の仮想

自給自足生産額（これを各産業とも100％とする）ブロッ

クの上に輸出による生産誘発額ブロック（「直接間接輸

出」）を上乗せし，これから‘影’となる輸入による生産誘

発額ブロック（「直接間接輸入」　　輸入代替による誘発

額）を控除し，この結果残るブロックとその高さとをそ

れぞれ各産業の現実の国内生産額と自給率として表示す

る8）。したがって，実際の産業構造は図の太線（スカイ

ライン）の凹凸によって表現される。100％自給率は，

代替不能輸入財に対する決済が輸出によって償われるよ

うな状態を意味し，輸出入の存在しない状態を想定して

いるわけではない。

　ソ連・東欧諸国のスカイライン図表をみると，東欧諸

国，特にユーゴのスカイラインの凹凸が通時的に激しい

のがまず眼につくが，その点はひとまずおいて，図の上

の国から順に若千コメントしておく。

　ソ連：エネルギー部門，冶金・鉱石（鉱業・一次金属）

部門の自給率は高く，軽工業，特に織物・衣類・皮革産

業の自給度が低い。これらがソ連のスカイラインを特徴

づけている。農業部門の自給度は70年付近から下がっ

ている。機械部門は輸出・輸入ともに上昇していること

は，この部門の100％ライン上の陰の厚みが増している
　　　ド
ことでわかる。しかし，ソ連のスカイラインの形状は通

時的にはほとんど変化をみせていないσ

　チェコ：機械部門の自給率が通時的に低下しており，

75年付近ではついに100％水準を下回るようになった。

農業・食品部門の自給度は｝貫して低く，エネルギー部

門は極めて低い。織物・衣類・皮革部門と非金属鉱物製

品の自給度は100％をかなり上回る。いずれにしろ，チ

ェコの金属ブロック（一次金属，金属製品・機械）は，シ

ェア，「輸出率」，「輸入率」ともソ連・東欧諸国の中で

抜きんでて大きいことは，同国の経済発展水準の高さを

　8）　「，瓦”’をそれぞれ，国内最終需要（鴨川），輸

出，輸入とすると，「自給自足生産額」XBr直接間
接輸出」X亙，「直接間接輸入」駈はそれぞれ次のよ

うになる。

Xr＝丑1　r；砺＝BIE；－冴＝81〃P［β1＝（∬一．4）屏1］

現実の国内生産額Xは
　x＝81r＋．BIE一β11町＝（1一五）一1（r＋β一1吻］

によって算出される。β2型の逆行列を利用’する場合

の生産誘発額の算出と混同しないことがポイントであ
る。

研　　究 Vo1，36　No．4

示す。スカイラインの凹凸は平準化の方向に動いている。

　ユーゴ：金属ブロックの自給率の低さと輸入の‘影’の

大きさとが同国の発展途上的性格を端的に示している。

．軽工業，特に織物・衣類・皮革産業の自給率は100％を

上回っている。農業部門の自給率は70年付近の他は

100％ラインを切っている。資源・エネルギー部門の自

給率は極めて低い。スカイラインの形状は一貫して大き

くでこぼこしている。

　ハンガリー：59年から65年にかけては，軽工業部門

以外の農業・鉱工業（特に金属プロソクとエネルギー）部

門はいずれも自給率を大幅に低下さ茸ている。それでも

農業部門と機械部門の自給率は100％を上回っている。

織物・衣類・皮革：部門の自給率は上昇しているが，輸出

率・輸入率はともに低下している。スカイラインの複

雑度’は単純化の方向に進んでおり，図IL　7の中で，通

時的に最も顕著な変化を示している。

　ポーランド159年から65年付近にかけて，エネルギ

ー部門の自給率は高い。農業・食晶部門の自給率は低下

している。

　ブルガリア：スカイラインの凹凸は激しく，また非常

に特異な形状をしている。農業・食品部門のシェアが共

に並んで大きく（この点では．59年ソ連と共通），しかも

輸出率が高く輸入率が低いからである。農業・食品部門

の自給率と金属ブロックの自給度との間のこうした著し

いコントラストを映し出しているのは，図の中ではブル

ガリアだけである。

　以上の他，ポーランドの59・65年付近のエネルギー

部門とハンガリー59年付近の鉱業部門とを除いて，東

欧諸国のエネルギー・資源自給率は極めて低いというこ

とを指摘しておかねばならない。

　生産構成についても一言しておかなけれ’ぱならない。

それは，チェう，ユーゴ，ポーランドの農業生産シェア

が59年付近から65年付近にかけて著しく上昇している

ことである。この特異な「現象」は，これらの国におけ

る農業部門と食品部門との内容の変更ならびに59年付

近の不備に起因しているように思われる。その他，各国

の生産構成の変動や「商業」部門の位置づけなど説明を

要する部分も残されているが，ここでは上記のパターン

とその若干あるいは急激な変動を指摘するにとどめる。

IIIディスアヴリゲーション：米ソ比較

　投入産出構造の内容は，disaggregationのレベルを高

めるにつれて具体的になる。既述のように利用可能なソ

連産業連関表のうち最大の規模をもつのは，1972年の

’
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88内生部門表である。ここでは，この88部門表（III．1

は生産者価格，III・2は購入者価格；コードCSU）を素材

にしてソ連経済の投入産出構造を検討する。この研究を

より視野の広い比較経済論の中に位置づけるために，以

下ではアメリカ合衆国についての同様の検討作業も並行

して行なう。アメリカの産業連関表は，「産業技術仮説」

にもとづいて作成した，1972年の内生79部門商品×商

品表（生産者価格；コードCUS）である（内生部門は，公

表85内生部門U表，V表の上位79部門であり，統合

は行なっていない）9）。各コードの内容一覧は，図III．1

によって代替する。

　IIL　l影響力係数と感応度係数

　β1型逆行列を採用した揚合，米ソ両国の影響力係数

と感応度係数の最大10部門は次のとおりである（数値は

各別数値。寧は米ソで共通する部分のあることを示す）。

影
響
力
係
数
最
大
－
o
部
門

感
応
度
係
数
最
大
－
o
部
門

65毛織物＊　　　　183．43

66麻織物＊　　　　18L32

70皮革・毛皮・靴ホ150．98

67　メリヤス製品串　　148．66

72肉＊　　　　　　147．43

78食用油脂　　　　136．43

68他繊維i製品＊　　134．62

69縫製品＊　　　　131．66

46ラッカー・塗料「131．55

77菓子　　　　　　128．51

1冶金・鉱石＊　　643．12

83　耕種農業ホ　　　　　　438．27

86運輸・通信＊　　367．46

5石炭　　　　　　260．13

11電力・スチーム事255．38

84　 畜産＊　　　　　　　　　　244．24

65毛織物　　　　　227・61

63綿織物　　　　　226．27

33エレクトロニクス214．03

66麻織物　　　　　163．82

33皮革＊　　　　　135．39

’1牧畜・畜産＊　　134．68

14食料品＊　　　　130．69

17他織物敷物零　　128．67

38非鉄金属一次品　125．96

18衣服＊　　　　　125．39

19他化学繊維＊　　125．24

16　繊維●紡績＊　　　　　123r82

39金属容器　　　　119．04

59　自動車　　　　　 118．90

351

37鉄綱一次製品＊　322．05

73対事業所サービス296．40
69　商業　　　　　　　　　　　282．06

65　運輸寧　　　　　　　　　　265．78

71・不動産賃貸料　　249．24

38　ヲド鉄金属一次品＊　246．98

27化学製品　　　　234．37

68電力・ガス・水道掌213，46

20製材・木製品　　165．97

14食料品＊　　　　165．89

　以上にみられるように，基本データの部門分類・作成

方法に多くの相違があるにもかかわらず，米ソ両国の生

産技術構造には類似点があるとみなせる。相違は，ソ連

の感応度係数の第9位に「エレクトロニクス」（ソ二三公

表部門で，金属製品・機械部門の基幹である）が位置し，

アメリカの影響力係数9110位に「金属容器」，「自動車」

がランクされている点にある。

　9）米国の1972，1977年の商品×商品表に関する試
作とその若干の分析結果は，Kuboniwa　8’α♂．（1985）に

おいて主題としている。「商品技術仮説」は，実用に

耐えないこともこの論文で明らかにされている。

　米ソ両国の係数の象限配置を調べると次の事実を知る。

　第1。一次金属，畜産，プラスチック，繊維・紡績関

係部門と自動車部門とが，米ソ共通に第1象限に位置す

るが，ソ連は加えて「電気機械」，「エレクトロニクス」

部門（米国では第IV象限），米国は「石油精製」部門を

第1象限にもつ。

　第2。ソ連あ上記の2部門を除く機械関係部門の象限

配置は共通性をもつ。すなわち，農業機械，土木建設機

械，輸送機械部門は第IV象限，一般・特殊産業機械，

精密機器は第皿象限に属する（アメリカの「計算・事

務機械」，「航空機」の（影響力係数，感応度係数）は，そ

れぞれ（102．12，60．05），（101．68，65．87）である）。

　先に指摘した問題すなわちソ連・東欧諸国の「金属

製品・機械」部門の感応度がなぜ高いか，という問題に

対して，ソ連の場合には，「電気機械」，「エレクトロニ

クス」部門特に後者の感応度の高さにあると答えられる。

　III．2　アメリカとソ連の‘スカイライン’

　図IIL　1は，1972年における米ソ両国の部門分類，

スカイライン（自給度），産業部門別輸出入構造，生産額

（構成比）を一望のもとに描写したものである（表示の都

合上，スカイラインは太線で描いていない）。15部門程

度では平担にみえたソ連経済のスカイラインも，そして

水平線に近いといわれていた米国のそれも，‘摩天楼の

大都会’並みとはいえないまでも，かなり複雑度が高い

6

39

V1

2

20

P2

－
　
　
　
ζ
り

34

R2

自
給
率
最
大
－
o
部
門

原油

鉱物化学

魚

コークス＊

鉱業用設備零

動力機械＊

冶金・鉱石

石炭＊

衛生設備

軸受

124．19　45土木建設機械＊132．07

118．29　　60　　航空機　　　　　　　　122．26

110．13　51　計算・事務機械115．41

109．20　2　その他農産物　112．88

108．70　15　タノミコ．　　　111．93

108．49　43原動機＊　　　109．47

108．18・7石炭＊　　　　108．57

・δ…5磁一ビス麟機…53

105．85　　65　　運輸　　　　　　　　　105．22

103．94　57電子部品　　　105．04
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合成染料　　　　6L76

印刷工業用設備　64．77

果実●里予菜　　　　　70．68

毛織物＊　　　　72．39

皮革・毛皮・靴＊73．80

化学繊維＊　　　75．14

木材・紙パエ
　　　　　　　76．39業用設備

合成樹脂・プラ
　　　　　　　78．4ア
ステック

鋳造設備　　　　　　　 79．05

有機合成製品　　79．24

5林業・水産　　　64．32

5鉄鉱石　　　　　64．66

6非鉄金属鉱石　　7559

33皮革＊．　　　77．01
8　原油・天然ガス　80．99

34　履物＊　　　　　81．12

38非鉄金属一次品88．22

16繊維・紡績＊　　89．11

17　その他織物敷物　89．93

64　その他製造業；　90．24
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といえよう。ここでは，この「複雑度」の測定を‘フラ

クタル次元’によってどのように㌧て行なうかという，

コンピュータグラフィックスの応用問題には立ち入らず蓼

ただ次の事実のみを確認して霜くにとどめざるをえない。

すなわち，上に添した米ソ岡三の自給率最：大1⑪部門と

最小10部門の指摘である（数字は唐給率。．翠は米ソ共遡

部分）。

　自給率簸大10部門にういて米ソ比較すると，第1に

動力三二（原動概と嗣義）と石炭ならびにカバレッジに共．

通性のある鉱業用設備（ソ連），土木建設機械（米国）が共

に自給率が高いことを知る。第2に，ソ連は原海冶

金・鉱石（鉄鋼一次二二，非鉄金風一次製晶，鉄鉱石，

非鉄金属鉱石），鉱物化学という三三資源関連部門の陶

給率が高く，アメリカは航蜜機とコンビ漏一タ関連の翫

算・事務機械部門（共に多国籍企藁部門）の自紛率が高い

ことがわかる。第3に，農林・水鳥関係については，ソ

連の揚合，水産部門（「魚」に含まれる）の自給率が高く，

アメリカの二合，「その他農博i物ゴ，rタバ揮」の自給率

が高いのが圏につく。

　葭給率の高い部門は，概して「輸劇率」（直接間接輸

禺／自給自足生二二）も高いので，自給率最大1◎部門は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
二二部門でもあることに注意してお≦必要がある。ソ連　．．

の原油部門の産出シェア，「輸出率」，「輸入率」（直接闘

三輪入1自給自足生産額）はそれぞれ，oン8％，34．26％，

10．07％，r魚」部門のそれは099％∴11．71％，1・58％，

冶金・鉱石部門のそれは5．02％，1941％，11．23丁目あ

り，アメリカの土木建設機械の場合は0β9％，a7．72％，

5．65％航窒機はα84％，27。70％，5．44％，計算・二三

機械は0．41％，28．21％，’12．80％，ギそめ他農産物」は

し74％，19．82％，6．93％である。

　米ソ両国の自給率最小10部門をみると，第1に∫共

に皮革・履物部門と繊維・紡績部門の自給率が低いこと，

第2に，農林・水薩閥係部門については，．ソ連の場合，

果実。野菜部門，アメリカの詰合，林業。：水塵部門の門

下率が低いこと，第3に．ソ連と対照的にアメリカの基

礎資源関連部門の霞給率が低いこと，第4に，ソ連の合

成染料，合成樹脂・プラスチック部門の増給率が低いこ

とを知る。ソ連の合成染料部門の二二シ轟ア，「輸出率」，

「輸入率」はそれぞれ0．05％，7・16％．45・40％，果実・野

菜部門のそれは0．35％，0。90％，30。21％皮革・毛皮・勒

部門の場合は1．75％，o茄％26，84％である。他方，

アメリカの林業・水回部門の塵出シェア，「三崩恥，・

「輸入率」はそれぞれ0ユ1％，8．33％ジ44．0ユ％，鉄鉱石

部門のそれは0・07％，17・19％52・53％皮革部門のぞ

れは0の5％，6．86％，29．86％原油・天然ガスの揚合は

0．85％，591％，露4．ga％である。アメリカの場合は，塞

礎資源部門はいずれ蟷ド輪出率」は10％を越えるが，

r輸入率」がそれを倍以上上回る点に特徴がある。ソ連

の自給率最小10部門のうちには「輸出率」が10％を越

える部門は存在しない（月給率最小ユ0部門のうち「輸禺

率」最高の部門は合成樹脂・プラスチック部門857％

である）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　久保庭真彰

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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